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【問い合わせ】 本館財政課（☎41-3517）

　
特
別
会
計
と
は
、
特
定
の
目
的
の
た

め
に
保
険
料
や
使
用
料
な
ど
の
特
定
の

収
入
で
運
営
し
て
い
く
事
業
の
会
計
で

す
。
お
金
の
出
し
入
れ
を
は
っ
き
り
さ

せ
る
た
め
、
一
般
会
計
と
は
別
に
管
理

し
て
い
ま
す
。

　
本
市
に
は
▼
国
民
健
康
保
険
▼
後
期

高
齢
者
医
療
▼
介
護
保
険
▼
公
設
地
方

卸
売
市
場
事
業
ー
の
四
つ
の
特
別
会
計

が
あ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
会
計
で
決
算
が

行
わ
れ
て
い
ま
す
。

特
別
会
計
の
決
算

■
国
民
健
康
保
険

　
加
入
者
が
納
め
る
国
民
健
康
保
険
税

や
県
か
ら
の
交
付
金
な
ど
を
主
な
財
源

と
し
て
、
医
療
給
付
や
特
定
健
康
診
査

な
ど
の
保
健
事
業
を
実
施
し
、
生
活
習

慣
病
の
予
防
や
早
期
治
療
な
ど
に
取
り

組
み
ま
し
た
。

■
後
期
高
齢
者
医
療

　　
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
や
市
の
負

担
金
を
主
な
財
源
と
し
て
、
各
種
申
請

や
届
け
出
の
受
け
付
け
、
保
険
料
の
徴

収
な
ど
を
行
い
ま
し
た
。（
事
務
は
、
運

営
主
体
で
あ
る
岩
手
県
後
期
高
齢
者
医

療
広
域
連
合
と
分
担
し
て
い
ま
す
）

■
介
護
保
険

 

介
護
保
険
料
や
国
・
県
・
市
の
負
担
金

な
ど
を
主
な
財
源
と
し
て
、
介
護
給
付

や
介
護
予
防
の
支
援
、
地
域
に
お
け
る

日
常
生
活
の
支
援
体
制
づ
く
り
な
ど
に

取
り
組
み
ま
し
た
。

■
公
設
地
方
卸
売
市
場

　
施
設
使
用
料
や
売
上
高
に
応
じ
た
使

用
料
を
主
な
財
源
と
し
て
、
公
設
地
方

卸
売
市
場
を
運
営
し
ま
し
た
。

会計名 歳入 歳出 差引残額

国民健康保険 84億6,616 84億6,559 57

後期高齢者医療 22億　246 22億　139 107

介護保険 107億1,637 105億2,078 1億9,559

公設地方卸売市場事業 4,231 4,030 201

合　計 214億2,730 212億2,806 1億9,924

令和４年度の特別会計決算の総括表　　　（単位：万円）

　
公
営
企
業
会
計
と
は
、
特
別
会
計
の

中
で
も
複
式
簿
記
に
よ
り
経
理
を
行
う

会
計
で
、
本
市
で
は
、
下
水
道
事
業
が

こ
れ
に
該
当
。 

▼
公
共
下
水
道
事
業
▼

農
業
集
落
排
水
事
業
▼
戸
別
浄
化
槽
事

業
ー
を
一
体
的
に
管
理
し
て
い
ま
す
。

公
営
企
業
会
計

　
　（
下
水
道
事
業
）の
決
算

項目 公共下水道 農業集落排水 戸別浄化槽

収益的
収支

（税抜き）

収入 23億7,288 8億8,280 1億5,006

支出 22億6,044 8億8,448 1億8,619

純利益 1億1,244 △168 △3,613

資本的
収支

（税込み）

収入 10億4,896 6億1,874 404

支出 21億6,303 10億3,793 3,196

不足分 11億1,407 4億1,919 △2,792

令和４年度の公営企業会計決算の状況　　　（単位：万円）

■
公
共
下
水
道
事
業

　下
水
道
使
用
料
と
一
般
会
計
か
ら
の

負
担
金
を
主
な
財
源
と
し
て
、
公
共
下

水
道
の
維
持
管
理
を
行
い
ま
し
た
。
ま

た
、
国
庫
補
助
金
や
企
業
債
な
ど
を
主

な
財
源
と
し
て
、
施
設
の
長
寿
命
化
を

行
い
ま
し
た
。

　
長
寿
命
化
対
策
に
つ
い
て
は
、「
花
巻

市
下
水
道
ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
計

画
」に
基
づ
き
、
大
迫
浄
化
セ
ン
タ
ー

お
よ
び
東
和
浄
化
セ
ン
タ
ー
の
機
械
設

備
の
改
築
更
新
、
老
朽
化
し
た
マ
ン

ホ
ー
ル
ポ
ン
プ
の
更
新
や
マ
ン
ホ
ー
ル

鉄
蓋
の
交
換
な
ど
を
行
い
ま
し
た
。

■
農
業
集
落
排
水
事
業

　農
業
集
落
排
水
施
設
使
用
料
と
一
般

会
計
か
ら
の
負
担
金
を
主
な
財
源
と
し

て
、
農
業
集
落
排
水
施
設
の
維
持
管
理

を
行
っ
た
ほ
か
、
県
補
助
金
や
企
業
債

を
主
な
財
源
と
し
て
、
施
設
の
長
寿
命

化
を
行
い
ま
し
た
。

　
長
寿
命
化
対
策
に
つ
い
て
は
、「
花
巻

市
農
業
集
落
排
水
最
適
整
備
構
想
」に

基
づ
き
、
熊
野
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
の

電
気
設
備
な
ど
の
更
新
を
行
い
ま
し

た
。

■
戸
別
浄
化
槽
事
業

　
１
２
０
７
基
の
戸
別
浄
化
槽
の
維
持

管
理
を
行
い
ま
し
た
。

※不足分は、当年度分の留保資金などから補てん

広報はなまき　No.409 6

■�

�31
億
３
０
８
１
万
円
で
対
策
を
行
い

ま
し
た

　
感
染
症
の
予
防
や
感
染
症
の
影
響
を

受
け
て
い
る
市
民
な
ど
に
対
す
る
支
援

に
加
え
、
物
価
高
騰
対
策
に
早
急
に
取

り
組
む
必
要
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
数

次
に
わ
た
り
補
正
予
算
を
編
成
し
て

対
応
。
そ
の
結
果
、
令
和
４
年
度
に

コ
ロ
ナ
対
策
・
物
価
高
騰
対
策
と
し
て

使
わ
れ
た
お
金
は
31
億
３
０
８
１
万

円
、
そ
の
う
ち
市
の
一
般
財
源
は

４
億
１
５
３
２
万
円
、
ふ
る
さ
と
納
税

充
当
額
は
１
億
４
３
４
０
万
円
で
、
市

負
担
額
は
５
億
５
８
７
２
万
円
で
す
。

　
感
染
防
止
対
策
と
し
て
は
、
ワ
ク
チ

ン
接
種
の
計
画
的
な
実
施
、
児
童
福
祉

施
設
で
の
感
染
予
防
対
策
、
抗
原
検
査

キ
ッ
ト
の
市
民
へ
の
配
布
な
ど
を
行
い

ま
し
た
。
ま
た
、
コ
ロ
ナ
に
関
す
る
経

済
対
策
と
し
て
、
住
民
税
非
課
税
世
帯

等
、
温
泉
利
用
者
、
農
業
者
な
ど
へ
の

支
援
を
行
い
ま
し
た
。

　
物
価
高
騰
対
策
と
し
て
は
、
中
小
企

業
、
非
課
税
世
帯
等
、
子
育
て
世
帯
、

介
護
・
障
が
い
者
福
祉
サ
ー
ビ
ス
提
供

事
業
所
、
保
育
施
設
、
公
共
交
通
事
業

者
な
ど
へ
支
援
を
行
い
ま
し
た
。

コ
ロ
ナ
対
策
・
物
価
高
騰
対
策
経
費

令和４年度のコロナ対策・物価高騰対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円）

区分 事業名 決算額 内容

感
染
防
止
対
策（
コ
ロ
ナ
）

新型コロナウイルスワ

クチン接種事業
7億4,196

新型コロナウイルス感染症のワクチン接種を計画的に実施し、新型コロナ

ウイルス感染症のまん延、重症化の予防に努めました。

児童福祉施設等感染拡

大防止事業
3,798

児童福祉施設（保育園など）での感染予防対策を推進するため、マスクや

抗原検査キットなどの感染防止用物品を購入しました。

感染症予防緊急対策事

業
3,706

消毒用アルコールや抗原検査キットを確保し、市民の検査に活用するこ

とで感染予防を図りました。

学校保健事業 2,420
小・中学校での感染予防対策を推進するため、マスクや抗原検査キットな

どの感染防止用物品を購入しました。

その他 1,149 広報はなまき、コミュニティＦＭでコロナ対策の周知などを行いました。

経
済
対
策（
コ
ロ
ナ
）

住民税非課税世帯等臨

時特別給付金給付事業
2億  526 住民税非課税世帯などに対し、１世帯あたり10万円を給付しました。

観光・物産事業者等緊

急対策事業
2億2,643

市内の温泉宿泊施設などを利用する県民などを対象に利用料を助成したほ

か、貸切バス事業者への支援などを行いました。

収入保険加入促進事業 2,156
市内農業者や農業法人が収入保険に加入する際の保険料の一部を補助しま

した。

その他 2,794
生活困窮者に対し、生活の継続と早期自立を支援するための支援金の給

付などを行いました。

物
価
高
騰
対
策

中小企業持続支援事業 6億3,775

物価高騰の影響を受けている市内事業者の事業継続を図るため、地代・家

賃に対する支援やキャッシュレス決済に対するポイント付与キャンペー

ンなどを行いました。

価格高騰緊急支援給付

金給付事業
4億3,197 住民税非課税世帯などに対し、１世帯あたり５万円を給付しました。

はなまき子育て世帯臨

時特別支援金給付事業
3億5,228 子育て世帯に対し、子ども１人あたり１万５千円を給付しました。

子育て世帯生活支援特

別給付金給付事業
8,785 低所得の子育て世帯に対し、子ども１人あたり５万円を給付しました。

原油価格高騰対策緊急

支援事業
6,420

住民税非課税世帯などに対し、１世帯あたり６千円の灯油券を交付しま

した。

飼料購入緊急支援事業 3,347
畜産農家に対し、配合飼料および乾牧草の購入費用の一部を支援しまし

た。

社会福祉施設等物価高

騰対策事業
1,968

介護サービス高齢福祉施設、障がい福祉サービス事業所などに対し、支

援金を給付しました。

低所得者等物価高騰対

策緊急支援事業
1,948

住民税均等割のみ課税世帯に対し、１世帯あたり１万円の支援金を給付

しました。

婚活支援団体育成事業 1,132
市内の新婚世帯に対し、結婚に伴う新生活のスタートアップに係る費用

を支援しました。

その他 1億3,893
私立保育所などに対し、給食材料費の支援をしたほか、市内の乗合バス

事業者、タクシー事業者への支援などを行いました。

令和４年度はなまきの決算

公
営
企
業
会
計

　
　（
下
水
道
事
業
）の
決
算


